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参考資料３

⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ（第８回）
令和６年11⽉18⽇（⽉）

⾸都直下地震における災害応急対策
及び⾃助・共助について





⾃治体等に対する主な⽀援
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○ 関係府省庁の調整・依頼等を通じた⾃治体等に対する⽀援については、⼈命救助活動、医療活動、インフラ・ライ
フライン復旧や災害廃棄物処理等の様々な分野で⽀援を実施。

出典︓内閣府 「令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ（第３回）」 資料１－１ を⼀部更新
https://www.bousai.go.jp/jishin/noto/taisaku_wg_02/pdf/siryo3_1_1.pdf

主な⽀援団体 等主な取組・⽀援

広域緊急援助隊（警察庁）、緊急消防援助隊（消防庁）、⾃衛隊、海上保安庁⼈命救助・捜索活動
DMAT（災害派遣医療チーム）、DHEAT（災害時健康危機管理⽀援チーム）、
DICT（災害時感染制御⽀援チーム）、⾃衛隊 等

医療⽀援
保健活動
感染症対策

⾃治体職員派遣（総括⽀援チーム、対⼝⽀援チーム）、⾃衛隊 等災害マネジメント⽀援
物資管理・輸送⽀援
避難所運営（給⾷・⼊浴⽀援）

TEC-FORCE（国⼟交通省緊急災害対策派遣隊）、（公社）⽇本⽔道協会、⾃衛隊、
海上保安庁 等

給⽔⽀援

全国被災建築物応急危険度判定協議会、⾃治体職員派遣、TEC-FORCE等（国⼟交通省）被災建築物応急危険度判定
被災宅地危険度判定

TEC-FORCE（国⼟交通省緊急災害対策派遣隊）、
RAIL-FORCE（（独）鉄道・運輸機構 鉄道災害調査隊）、
国⽴研究開発法⼈ ⼟⽊研究所、国⽴研究開発法⼈ 建築研究所、
国⽴研究開発法⼈ 港湾空港技術研究所、⼟地改良事業団体連合会、
（⼀社）⽔産⼟⽊建設技術センター、MAFF-SAT（農林⽔産省サポート・アドバイス・チーム） 等

インフラ調査復旧⽀援
鉄道復旧⽀援
農地・農業⽤施設調査等
漁港施設調査等

災害廃棄物処理⽀援員制度（⼈材バンク）
D.Waste-Net（災害廃棄物処理⽀援ネットワーク）等

災害廃棄物処理⽀援



災害派遣精神医療チーム（DPAT）
○ DPATとは、⼤地震等の災害時に、地域において必要な精神保健医療ニーズに対応することを⽬的とした厚⽣労
働省が認めた専⾨的な研修・訓練を受けた精神医療チーム。

○ 災害時の対応を想定し、平成25年４⽉から養成を開始。
○ DPAT１隊は、精神科医師、看護師、業務調整員を含めた数名で構成。
○ DPATは、都道府県の派遣要請に基づき活動。
○ DPATのうち、特に、発災から概ね48時間以内に、被災した都道府県において、本部機能の⽴ち上げや急性期の
精神科医療ニーズへの対応等を⾏う隊を「DPAT先遣隊」として位置付けている。

○ DPAT先遣隊は、933名が研修修了、約230隊が指定機関に登録済（令和５年４⽉１⽇時点）。

2出典︓厚⽣労働省 「令和５年度第１回医療政策研修会」 資料８
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001094026.pdf



⽇本医師会災害医療チーム（JMAT）
○ JMAT（Japan Medical Association Team）とは、⽇本医師会の災害医療チームであり、被災者の⽣命及
び健康を守り、被災地の公衆衛⽣を回復し、地域医療の再⽣を⽀援することを⽬的としている。

○ JMATの役割は、主に災害急性期以降における避難所・救護所等での医療や健康管理（災害前からの医療の
継続）。さらに、被災地の医療機関への円滑な引き継ぎに⾄るまで、多様かつ広範囲に及ぶ。

（１）医療⽀援と健康管理 （２）公衆衛⽣⽀援 （３）被災地医師会⽀援 （４）被災地⾏政⽀援 （５）検視・検案⽀援（可能な場合）
（６）現地の情報の収集・把握、及び派遣元都道府県医師会等への連絡 （７）その他、被災地のニーズに合わせた⽀援

出典︓⽇本医師会 「JMAT要綱」 https://www.med.or.jp/doctor/report/saigai/jmatyoukou20180901.pdf
厚⽣労働省 「第６回救急・災害医療提供体制等に関するワーキンググループ」 参考資料３ ⽇本医師会ご提供資料 https://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000962222.pdf 3



災害時健康危機管理⽀援チーム（DHEAT）

4出典︓内閣府 「南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググループ（第９回））」 資料２
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/9/pdf/2.pdf

○ DHEAT（Disaster Health Emergency Assistance Team＝災害時健康危機管理⽀援チーム）とは、災
害発⽣時に被災地⽅公共団体の保健医療⾏政の指揮調整機能等を応援するため、専⾨的な研修・訓練を受
けた都道府県等の職員により構成する応援派遣チームのこと。

○ 具体計画では、被災都県は、保健医療福祉調整本部及び保健所の指揮調整機能等の応援のために、必要が
あると認めるときは、災害時健康危機管理⽀援チーム（DHEAT）の応援要請を⾏うこととされている。



災害派遣福祉チーム（DWAT）
○ DWAT（Disaster Welfare Assistance Team＝災害派遣福祉チーム）とは、災害時において、災害時要
配慮者の福祉ニーズに的確に対応し、避難⽣活中における⽣活機能の低下等の防⽌を図るため、⼀般避難所で
災害時要配慮者に対する福祉⽀援を⾏うチーム。

○ 避難所においては、災害時要配慮者に対し、次のような福祉的⽀援を実施する。
① 他の福祉避難所等への誘導 ② アセスメント ③ ⾷事、トイレ介助等の⽇常⽣活上の⽀援 ④ 相談⽀援
⑤ 避難所内の環境整備 ⑥ 本部、都道府県との連絡調整、活動状況の報告 等

5出典︓厚⽣労働省 「「災害時の福祉⽀援体制の整備に向けたガイドライン」の概要」 https://www.mhlw.go.jp/content/12000000/001115586.pdf



各都道府県における災害医療コーディネーターの任命状況（R３年度）

出典︓厚⽣労働省HP 「各都道府県における災害医療コーディネーター(DMC)任命状況（R３年度）」
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000898280.pdf 6



災害時⼩児周産期リエゾンの任命状況

出典︓厚⽣労働省HP 「災害時⼩児周産期リエゾンの任命状況」
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001287348.pdf

○ 災害時⼩児周産期リエゾンは、46⾃治体（98％）で、計1,007名が任命されている。
○ 90％が医師（うち産婦⼈科医42％、⼩児科医57％）で多くが周産期⺟⼦医療センターに所属している。
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災害拠点病院の指定状況
○ 平成８年に、災害時における医療提供体制の中⼼的な役割を担う災害拠点病院の整備を開始。
○ 災害拠点病院には基幹災害拠点病院と地域災害拠点病院がある。
※基幹災害拠点病院︓原則として都道府県に1箇所設置
※地域災害拠点病院︓原則として⼆次医療圏に1箇所設置

○ 令和４年４⽉１⽇までに765病院が指定（基幹災害拠点病院:64病院、地域災害拠点病院:701病院）。

8出典︓厚⽣労働省 「令和５年度第１回医療政策研修会」 資料８
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001094026.pdf



災害拠点精神科病院の指定状況
○ 令和元年から、災害時における精神科の医療提供体制の中⼼的な役割を担う災害拠点精神科病院の整備を開
始。

○ 都道府県には、⼈⼝規模や地理的条件、地域の精神科医療の提供体制の実態などを考慮し、必要な整備（少
なくとも各都道府県内に１カ所以上）を求めている。

○ 令和４年４⽉１⽇までに21都府県36病院が指定されている。

9出典︓厚⽣労働省 「令和５年度第１回医療政策研修会」 資料８
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001094026.pdf



東京圏における病院の耐震化の状況（※第３回WG資料 再掲）

出典︓厚⽣労働省 「病院の耐震改修状況調査の結果」 2014年〜2023年をもとに内閣府にて作成
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/index.html

○ 直近10年間で病院の耐震化は進んでおり、厚⽣労働省において設定された、耐震化に関する⽬標に対して、東
京圏の病院の耐震化状況としてはおおむね達成できている。

【耐震化に関する⽬標】
「防災・減災、国⼟強靱化のための３か年緊急対策」（平成３０年１２⽉
１４⽇閣議決定）において、 令和２年度までに病院全体の耐震化率を
８０．０％とする。

国⼟強靱化アクションプラン２０１５（平成２７年６⽉１６⽇国⼟強靱化
推進本部決定）において、平成３０年度までに災害拠点病院及び救命救
急センターの耐震化率を８９.０％とする。

[％][％]東京圏の病院の耐震化率 東京圏の災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化率

・調査対象
医療法第１条の５に規定する病院（「病院」とは、医師⼜は⻭科医師が、公衆⼜は特定多数⼈のため医業⼜は⻭科医業を⾏う場所であつて、⼆⼗⼈以上の患者を⼊院させるための施設を
有するものをいう。病院は、傷病者が、科学的でかつ適正な診療を受けることができる便宜を与えることを主たる⽬的として組織され、かつ、運営されるものでなければならない。）
・病院数
調査に対して回答があった病院
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（既に過去のWGで紹介した内容等）
・緊急輸送ルート
・物資調達
・燃料供給、電⼒・ガスの臨時供給及び通信の臨時確保
・帰宅困難者等への対応

11



⾸都直下地震における緊急輸送ルート計画
○ 被害が甚⼤な被災地域へ到達するためのアクセス確保が全ての災害応急対策活動の基礎であることに鑑み、発
災直後から全国からの⼈員・物資・燃料の輸送が迅速かつ円滑に⾏われるよう、あらかじめ、通⾏を確保すべき道
路を緊急輸送ルートとして指定。

○ これにより、発災後、緊急輸送ルートの通⾏を最優先に確保するため、通⾏可否情報の共有、必要に応じた啓開
活動・応急復旧、交通規制等の通⾏確保のための活動を実施。

12出典︓内閣府 「⾸都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画（概要）」
https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_oukyu_gaiyou.pdf



⾸都直下地震における物資調達に係る計画（※第６回WG資料 再掲）

○ 「⾸都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」（具体計画）においては、発災直後に⾏うプッ
シュ型⽀援をはじめとする国による物資調達・供給の内容及び⼿順を定めている。

○ 国等から供給される物資を被災都県が受け⼊れ、各市区町村が設置する地域内輸送 拠点や避難所に向けて送
り出すための拠点であって、被災都県が設置するものを「広域物資輸送拠点」と位置づけ。代替拠点を含め、埼⽟
県３か所、千葉県２か所、東京都５か所、神奈川県５か所を設定。

出典︓内閣府 「⾸都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画（概要）」 https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_oukyu_gaiyou.pdf 13



⾸都直下地震における燃料供給、電⼒・ガスの臨時供給及び通信の臨時確保に係る計画
○ ⾸都直下地震により、被災地の製油所・油槽所の出荷機能が毀損する状況にあっても、災害応急対策活動に必
要な燃料を確実に確保し迅速かつ円滑に供給する必要。このため、⽯油業界の系列供給網毎の系列BCPを基本
としつつ、『災害時⽯油供給連携計画』に基づく系列を超えた相互協⼒を⾏う供給体制を構築。

○ また、製油所・油槽所へのアクセス道路の啓開等により燃料輸送網を速やかに確保し、①進出拠点や救助活動拠
点等への重点継続供給、②緊対本部の調整による重要施設等への円滑な優先供給を実現。

○ 重要施設の業務継続や災害応急対策活動に必要な電⼒及びガスを確実に確保し迅速かつ円滑に供給する必要。
○ このため、電気事業者やガス事業者の相互協⼒を⾏う体制を構築。また、重要施設への電源⾞、移動式ガス発⽣
設備等による臨時供給を実現。

○ 重要施設の業務継続や災害応急対策活動に必要な通信を迅速かつ円滑に提供する必要。このため、電気通信事
業者との必要な協⼒体制を構築。また、重要施設への通信端末の貸与、移動基地局⾞⼜は可搬型の通信機器
等の展開等による通信の臨時確保を実現。

出典︓内閣府 「⾸都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画（概要）」 https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_oukyu_gaiyou.pdf 14



⾸都直下地震における帰宅困難者等への対応に係る計画
○ ⾸都直下地震により、地震後しばらくして混乱等が収まり、帰宅が可能となる状況になった場合において⾃宅が遠距
離等にある等の理由により徒歩等の⼿段によっても帰宅が困難になる⼈は東京都で約490万⼈に上るとされている。

○ 帰宅困難者等の⼀⻫帰宅に伴う混乱を回避し、応急対策活動を迅速かつ円滑に⾏うため「むやみに移動を開始し
ない」という⼀⻫帰宅の抑制を徹底し、帰宅困難者等⾃⾝の安全を確保する。

出典︓内閣府 「⾸都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画（概要）」 https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_oukyu_gaiyou.pdf 15



⾃助・共助
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国⺠の防災意識の変化

17

○ 東⽇本⼤震災等により、「公助の限界」が認識される中、防災対策として、⾃助・共助やバランスに重点を置くべき
という意識は増加。

○ ⼀⽅、⼤地震に備えた⾃助の取組について、「特に何もしていない」と回答したものも⼀定数おり、⾃助の取組の実
施率は頭打ちの傾向。

出典︓内閣府 「南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググループ（第11回））」 資料２ https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/11/pdf/2.pdf



地域⼀丸となった防災対策の事例（宮城県仙台市 ⼋本松地域）

18出典︓内閣府 「南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググループ（第７回））」 資料２
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/7/pdf/2.pdf

○ 宮城県仙台市の⼋本松地区では、東⽇本⼤震災後、⼋本松市⺠センターの声がけにより、連合町内会、地区
社会福祉協議会、地区⺠⽣委員児童委員協議会、学校、⼦ども会などで構成する「⼋本松地域防災サミット」と
いう会議を⽴ち上げ、地域⼀丸となった防災対策の構築に取り組んでいる。

防災サミットの様⼦

避難所運営訓練の様⼦



全世代型防災リーダー育成プログラム（愛媛県松⼭市）
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出典︓愛媛県松⼭市 「全世代型防災リーダー育成プログラムの特⾊」

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/bosai/bousai/bousaikyouiku/zensedaibousaikyoiku.files/zensedaibousai.pdf
松⼭防災リーダー育成センターHP https://matsuyama-bltc.com/works/

○ 愛媛県松⼭市では、令和元年10⽉に「松⼭防災リーダー育成センター」を設置し、松⼭市防災教育推進協議会※

での意⾒をもとに、本センターにて様々な世代や職域に応じた防災教育プログラムを開発・実践。
○ 令和６年11⽉現在では８つの防災教育・研修プログラムを⽤意している。

・⼩中学⽣教育プログラム ・⾼校⽣教育プログラム ・学⽣防災リーダー研修プログラム ・外国⼈研修プログラム ・地域防災⼠研修プログラム
・教職員研修プログラム ・産業界BCP研修プログラム ・福祉関係者研修プログラム

※令和元年5⽉に、地元⼤学・⾼校、市教育委員会、⾃主防災組織・防災⼠などの関係者を委員して設⽴された協議会



外国⼈被災者への⾃助・共助の取組
○ 総社市では、⾔葉の壁から災害時に情報弱者になりがちな外国⼈住⺠の⾃助・共助の担い⼿として、⾏政とも連
携できる⼈材を養成するため、平成25年度から外国⼈防災リーダーの養成を実施。

出典︓岡⼭県総社市HP 「総社市外国⼈防災リーダー」
https://www.city.soja.okayama.jp/jinken-machi/kurashi/tabunkakyousei/tabunka_amuda/disaster-prevention-leaders.html 20


